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Ⅰ昨年と比べて変わった点（定額減税）

１令和６年分所得税の定額減税の実施

令和６年分所得税について、定額による所得税の特別控除（ 以下「定額減税」 といいます。） が実施され

ています。

年末調整の際には、年末調整時点の定額減税の額（ 以下「年調減税額」 といいます。） を算出し、 年間の

所得税額の計算を行います。

⑴年末調整の際に定額減税の対象となる人

年末調整の対象となる人が、原則として、年調所得税額（ 年末調整により算出された所得税額で、（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合には、その控除後の金額をいいます。以下同じ

です。） から年調減税額を控除する年調減税の対象者となります。

ただし、 年末調整の対象となる人のうち、 給与所得以外の所得を含めた合計所得金額が1，805万円を

超えると見込まれる人については、年調減税額を控除しないで年末調整を行うことになります。

　（ 注） 年末調整において合計所得金額が1，805万円を超えるかどうかを確認する際には、基礎控除申

告書などにより把握した合計所得金額を用います。

⑵年調減税額の計算

年調減税額は、「 本人30,000 円」 と「 同一生計配偶者と扶養親族１人につき 30,000 円」 との合計額と

なります。

年調減税額の計算に当たっては、「 扶養控除等（ 異動） 申告書」 や「 配偶者控除等申告書」 などから、

年末調整を行う時の現況における同一生計配偶者の有無及び扶養親族（ 同一生計配偶者及び扶養親族

はいずれも居住者に限ります。） の人数を確認することになります。

なお、同一生計配偶者（ 居住者に限ります。） を年調減税額の計算に含めるためには、給与所得者が、

「 配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書」 にその配偶者を記載して提出する必

要があります。

【 年調減税額】

⑶年調減税額の控除

年調減税額の控除は、（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除後の所得税額（ 年調所得税額） から、

その住宅借入金等特別控除後の所得税額を限度に行います。

また、年調減税額を控除した金額に102.1％を乗じて復興特別所得税を含めた年調年税額を計算します。

　（ 注） 年末調整終了後に作成する「 給与所得の源泉徴収票」 には、 その「（ 摘要）」 欄に、定額減税に関する事項の記載が必要

となります。

　「給与所得の源泉徴収票」等の法定調書の作成について詳しくは、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の

手引」を参照してください。

【 年調減税額の控除】
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本冊子「令和６年分年末調整のしかた」に記載している情報のほかにも、様々 な情報を国税庁
ホームページに掲載していますので、そちらもご活用ください。
【掲載場所】https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2024/01.htm

上記１のとおり、令和６年分の年調年税額を計算する際には、年調減税額の控除を正しく行う必要があ

ります。

なお、国税庁で作成している「令和６年分給与所得に対する源泉徴収簿」右側の「年末調整」欄は、年

調減税額の控除等の計算に対応していません。このため、年調減税額の控除等の計算に対応した①「令和

６年分年末調整計算表」（注１）又は②「年末調整計算シート（令和６年用）」（注2）の様式等を別途利用するか、

③「令和６年分給与所得に対する源泉徴収簿」の余白部分等を用いることにより、年調減税額の控除を正

しく行った上で、年調年税額を算出するようにしてください。

（注）１　「令和６年分年末調整計算表」は、国税庁ホームページに掲載しています。

また、国税庁で作成している「令和７年分給与所得に対する源泉徴収簿」の裏面右側にも、

この計算表を記載しています。

２　「年末調整計算シート（令和６年用）」（Excel）は、国税庁ホームページに掲載しています。

この年末調整計算シートを利用すると、年調減税額の控除等の計算の一部が自動計算されます。

※これらの様式は、国税庁ホームページの

「年末調整がよくわかるページ」

（https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/

index.htm）からご確認いただけます。

【①令和６年分年末調整計算表】

２ 年末調整の計算に当たっての注意点

【③令和６年分給与所得に対する源泉徴収簿】

･－２××円･－３××円･－４××円

※余白部分などで年調減税額の控除等の計算をしてく ださい。
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控 除 額

社会保険料等
控除後の給与
等 の 金 額

年末調整
による過
不足税額

算 出 税 額
差 引

徴収税額

前年の年末調整に基づき繰り越した過不足税額
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（ 生年月日 明・大・昭・平・令 月 日）
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配偶者の合計所得金額

所得金額調整控除の適用
有・ 無

（ ※　適用有の場合は⑩に記載）

（ 円）

旧長期損害保険料支払額

（ 円）

⑫のうち小規模企業共済

等掛金の金額

（ 円）

⑬のうち国民年金保険料

等の金額

（ 円）

（ 1円未満切上げ、最高150,000円）

社会保

険料等

控除額

給 料 ・ 手 当 等

計

生 命 保 険 料 の 控 除 額

地 震 保 険 料 の 控 除 額

基 礎 控 除 額

配 偶 者 （ 特 別 ） 控 除 額

（ 特 定 増 改 築 等 ） 住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 額

年調所得税額 （ 　 －　 、マ イ ナ ス の場合は 0 ）

年 調 年 税 額 （ ×1 0 2 . 1 % ）

差 引 超 過 額 又 は 不 足 額 （ －⑧ ）

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額
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所 得 控 除 額 の 合 計 額

円③

⑥

⑧

○24

（ 1,000円未満切捨て）

①

④

⑦

⑨
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⑯
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⑲
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※年調減税額の控除等の計算に対応しています。
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※年調減税額の控除等の計算に対応しています。

【②年末調整計算シート（令和６年用）】



※この申告書の提出を受けた給与の支払者（個人を除きます。）が記載してください。

○　年末調整において所得金額調整控除の適用を受けようとする場合は、「要件」欄の該当する項目にチェックを付け、その項目に応じて「☆扶養親族等」欄及び「★特別障害者」欄にその該当する者について記載してください（該当者が複数人いる場合は、いず
　れか１名を記載することで差し支えありません。）。
　なお、「要件」欄の２以上の項目に該当する場合は、いずれか１つの要件について、チェックを付け記載をすることで差し支えありません。

○　年末調整における所得金額調整控除の額については給与の支払者が計算しますので、この申告書に所得金額調整控除の額を記載する欄はありません。

32万円

48万円

16万円

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

�（ ）

0,950万円以下

1,000万円以下

1,805万円以下

2,450万円以下

2,500万円以下

900万円以下

900万円超○

950万円超○

1,000万円超○

2,400万円超○

2,450万円超〇

月 日 （裏面「３－２⑷」を参照）

2万円 1万円13万円 13万円

あ な た と 左 記 の 者 の 住 所 又 は 居 所 が
異 な る 場 合 の 左 記 の 者 の 住 所 又 は 居 所

左 記 の 者 の
あなたとの続柄

左 記の者の合計
所得金額（見積額）

円

☆
扶
養
親
族
等

（　フ　リ　ガ　ナ　）
同一生計配偶者又は扶養親族の氏名

左 記 の 者 の 個 人 番 号 左記 の者の生年 月日
★
特
別
障
害
者

特

□扶養控除等申告書のとおり

別障害者に該当する事実
明・大・昭
平・令

年

  7万円

摘 要 配偶者控除 配　偶　者　特　別　控　除

Ｃ 16万円

14万円 11万円   8万円

  6万円   4万円

円

□

Ｂ 32万円 26万円 26万円

38万円 38万円

12万円

24万円

36万円

  9万円

18万円

26万円 21万円□

2,400万円以下1,805万円超○□

Ａ 48万円

4万円 2万円

□

21万円

31万円

11万円

円
□

95万円超

100万円以下

100万円超

105万円以下

105万円超

110万円以下

□
① ② 110万円超

115万円以下

115万円超

120万円以下

120万円超

125万円以下

125万円超

130万円以下

130万円超

133万円以下

16万円 11万円 6万円 3万円

○　控除額の計算 ○　控除額の計算

判

定

□

（③）
配
偶
者
特
別
控
除

□ 95万円超133万円以下 （④）
あなたの本年中の合計所得金額の見積額
（(1)と(2)の合計額） 円

配偶者の本年中の合計所得金額の見積額
（(1)と(2)の合計額）

＊

給与所得以外
の所得の合計額

(裏面「４⑵」を参照）

円

□ 48万円超95万円以下

③
④（上記「配偶者の本年中の合計所得金額の見積額（(1)と(2)の合計額）」（＊印の金額））

(2)
給与所得以外
の所得の合計額

(裏面「４⑵」を参照）

円

(2)

円

(1) 給 与 所 得

配
偶
者
控
除

(1) 給 与 所 得

円

(裏面「４⑴」を参照）

所 得 の 種 類 収 入 金 額 所 得 金 額 所 得 の 種 類 収 入 金 額 所 得 金 額

円 □ 48万円以下かつ年齢70歳未満（②）円

(裏面「４⑴」を参照）
判

定

□

□

48万円以下かつ年齢70歳以上
（昭30.1.1以前生）
《老人控除対象配偶者に該当》

（①）

円

○　あなたの本年中の合計所得金額の見積額の計算 ○　配

○　配偶者の氏名等

偶者の本年中の合計所得金額の見積額の計算

日

税務署長

◎

こ
の
申
告
書
の
記
載
に
当
た

て
は

裏
面
の
説
明
を
お
読
み
く
だ
さ
い

あ な た と 配 偶 者 の 住 所 又 は 居 所 が
異 な る 場 合 の 配 偶 者 の 住 所 又 は 居 所

非 居 住 者
で あ る 配 偶 者

生 計 を 一 に す る 事 実

記載のしかたはこちら

（　フ　リ　ガ　ナ　）
配　偶　者　の　氏　名

配 偶 者 の 個 人 番 号 配 偶 者 の 生 年 月 日

　明・大
　昭・平

年 月

所轄税務署長
( フ リ ガ ナ )
あなたの氏名 基・配・所

（注）

□扶養親族が特別障害者 （右の☆欄及び★欄を記載）

□扶養親族が年齢23歳未満（平14.1.2以後生） （右の☆欄のみを記載）

要

件

□あなた自身が特別障害者 （右の★欄のみを記載）

□同一生計配偶者
（注）
が特別障害者 （右の☆欄及び★欄を記載）

～記載に当たってのご注意～ ◆給与所得者の配偶者控除等申告書兼年末調整に係る定額減税のための申告書（ 同一生計配偶者に係る申告）◆

◆給与所得者の基礎控除申告書◆

◎　「 基礎控除申告書」と「 配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書」
については、次の場合に応じて記載してください。
１　あなたの本年中の合計所得金額の見積額が1,805万円以下で、かつ、配偶者の本年中の合計
所得金額の見積額が133万円以下である場合は、「 基礎控除申告書」、「 配偶者控除等申告書 兼 
年末調整に係る定額減税のための申告書」の順に記載してください。
２　上記１以外である場合は、「 基礎控除申告書」のみ記載してください（「 配偶者控除等申告書 
兼 年末調整に係る定額減税のための申告書」を記載する必要はありません。）。

◎　「 所得金額調整控除申告書」については、年末調整において所得金額調整控除の適用を受け
ようとする場合に記載してください。なお、あなたの本年中の年末調整の対象となる給与の収入
金額が850万円以下である場合又は「 所得金額調整控除申告書」の「 要件」欄の各項目のいずれ
にも該当しない場合には、所得金額調整控除の適用を受けることはできません。

給与の支払者の
名 称（ 氏 名 ）

給与の支払者の
法 人 番 号
給与の支払者の
所 在 地（ 住 所）

あなたの住所
又 は 居 所

区分Ⅱ

区分Ⅱ区分Ⅰ

区
分
Ⅰ

本人定額減税対象

円

基礎控除の額

（ 上の①～④を記載）

配偶者控除の額

配偶者特別控除の額

配偶者定額減税対象

（ 左のA～Dを記載）

◆所得金額調整控除申告書◆

令和６年分 給与所得者の基礎控除申告書兼給与所得者の配偶者控除等申告書兼年末調整に係る定額減税のための申告書兼所得金額調整控除申告書

あなたの本年中の年末調整の対象となる給与の収入金額が850万円以下の場合は、記載する必要はありません。

「同一生計配偶者」とは、あなたと生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、本年中の合計所得金額の見積額が48万円以下（給与所得だけの場合は、給与の収入金額が103万円以下）の人をいいます。

○　「控除額の計算」の表の「区分Ⅰ」欄については、「基礎控除申告書」の「区分Ⅰ」欄を参照してください。
○　「基礎控除申告書」の「区分Ⅰ」欄が(A)～(C)に該当し、かつ、「配偶者控除等申告書」の「区分Ⅱ」欄が①～④に該当する場合は、配偶者控除又は配偶者
特別控除の適用を受けることができます。
○　「基礎控除申告書」の「区分Ⅰ」欄が(A)～(D)に該当し、かつ、「配偶者控除等申告書」の「区分Ⅱ」欄が①又は②に該当する場合は、配偶者に係る定額減
税の適用を受けることができます。ただし、その配偶者が非居住者である場合を除きます。

※　(A)～(D)であり、かつ、①・②である
場合はチェック（非居住者は除く）※　「配偶者控除の額」又は「配偶者特別控除の額」及び「配偶者定額減税対象」欄は上記「判定」及び｢控除額の計算｣の表を参考に記載してください。

　　 （D）に該当する場合、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用を受けることはできませんが、①又は②の場合には配偶者定額減税対象となります。
※　「区分Ⅰ」、「基礎控除の額」及び「本人定額減税対象」欄は上記の｢控除額の計
算｣の表を参考に記載してください。

定
額
減
税
対
象

定
額
減
税
対
象

48
万
円

□
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〔入･例〕＜年末調整計算シートを利用する場合＞ 

（年調所得税額から控除しきれない事例） 

⑳ （

㉑ ㉒

㉓

㉔

㉔-2

㉔-3

㉔-4

㉕

㉖

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

㉜

㉝

年調所得税額

翌年において還付する金額

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額

差引超過額

差引課税給与所得金額及び算出所得税額 3,011,000

40,000

2,881,300

0

年調年税額(「㉔-3」×１０２．１％)

160,310

160,310

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額

差引還付する税額

本年中に還付する金額

年調減税額 120,000

年調減税額控除後の年調所得税額 43,600

所得控除額の合計額

調

整 163,600

44,500

160,310

本年最後の給与から徴収する金額

翌年に繰り越して徴収する金額

超過額の精算

同上のうち

不足額の精算

控除外額 0

203,600

① ③

④ ⑥

⑦ ⑧

⑨

⑩ 【 】

⑪

⑫

無0

5,893,000

1,221,300

所得金額調整控除額

給与所得控除後の給与等の金額 5,893,000

給与所得控除後の給与等の金額（調整控除後）

5,970,000

賞与等 1,800,000

111,810給料・手当等

93,000

204,8107,770,000

給与等からの控除分

計

区分 金額（円） 税額（円）

所得金額調整控除の適用の有無

⑵「年調減税額㉔-２」欄に年調減税額を入･します。
⑶「年調所得税額㉔」欄の･額から「年調減税額㉔-２」欄の･額を控除した残額が
「年調減税額控除後の年調所得税額㉔-３」欄に表示されます。
⑷「年調減税額控除後の年調所得税額㉔-３」欄に102.1%を乗じた･額が「年調年
税額㉕」欄に表示されます。

⑴「税額③」欄と「税額⑥」欄は、控除前税額から月次減
税額を控除した後の実際に源泉徴収した税額となります。

⑳

㉑ ㉒

㉓

㉔

㉔-2

㉔-3

㉔-4

㉕

㉖

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

㉜

㉝

年調所得税額

翌年において還付する金額

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額

差引超過額

差引課税給与所得金額及び算出所得税額 3,011,000

130,000

2,881,300

0

年調年税額(「㉔-3」×１０２．１％)

204,810

204,810

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額

差引還付する税額

本年中に還付する金額

年調減税額 120,000

年調減税額控除後の年調所得税額 0

調

整 73,600

0

204,810

本年最後の給与から徴収する金額

翌年に繰り越して徴収する金額

超過額の精算

同上のうち

不足額の精算

控除外額 46,400

203,600

⑴「年調減税額㉔-２」欄の･額が「年調所得税額㉔」欄の･額を上回る場合には、
「年調減税額控除後の年調所得税額㉔-３」欄の･額はないため、「０」と表示され
ます。
⑵「年調減税額㉔-２」欄の･額のうち、「年調所得税額㉔」欄の･額から控除しき
れなかった･額が「控除外額㉔-4」欄に表示されます。



　【お知らせ】

○源泉徴収義務者の方向けに年末調整に関する各
　　 種情報を掲載した「リーフレット」を送付してい
       ます。

    　　定額減税の制度の詳細については、「定額減税
　　　特設サイト」をご覧ください。

源泉徴収義務者

（給与の支払者）の方へ

給与所得者

（従業員）の方へ

チャットボットに相談する

年末調整手続の電子化

年末調整がよくわかる

※令和６年分の各種情報については

令和６年10月頃に掲載します。

年末調整のスケジュールや手順については、次ページをご確認ください。

令和６年分 年末調整についてのお知らせ

各種様式・ 記載例

詳しい説明（ パンフレット ）

チャット ボット に相談する

給与所得者の方へ

源泉徴収義務者の方へ

◎年末調整に係る源泉所得税及び復興特別所得税の納期限

◎年末調整に係る源泉所得税及び復興特別所得税の納期限（ 納期の特例の適用がある場合）

◎給与所得の源泉徴収票などの法定調書の提出期限

令和７年１月10日（金）

令和７年１月20日（月）

令和７年１月31日（金）

年末調整がよくわかるページ
（令和６年分）

　年末調整の手順等を解説し
た動画やパンフレット、年末
調整時に必要な各種様式など、
国税庁が提供している年末調
整に関する情報はこのページ
から入手・閲覧できます。

【お知らせ】
　  ○　源泉徴収義務者の

年末調整に役立つ情報は国税庁の
こちらのページへ！
年末調整における定額減税に関する
情報もあわせてチェック！

年末調整の手順を案内するとともに、 年末調
整に関する「 動画」 や「 パンフレッ ト 」 など
年末調整に役立つ情報を提供しています。

年末調整の概要、 各種申告書の「 記載例」 や
「 記載に当たってのポイント 」 など、 給与所
得者の方に役立つ情報を提供しています。

「 年末調整のしかた」 や「 法定調書の作成と提
出の手引」 のパンフレット を提供しています。

年末調整関係様式や記載例、 法定調書関係様
式を提供しています。

年末調整計算シート （ Excel）

従業員の方の給与の総額や控除対象扶養親族
の人数などを入力することで、 その従業員の
方の年末調整の税額計算を効率的に行う こと
ができます。
※ ご利用には、 Microsoft o･ ce Excelがインス
ト ールされたパソコンが必要です。

年末調整でお困りのときにご利用ください。
※公開期間は令和６年10月頃から令和
７年１月下旬までの予定です。

年末調整手続の電子化

年末調整手続の電子化に関する情報を提供し
ています。

「年末調整計算シート」（Excel）をご利用

の税額計算を効率的に行うことができます。
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１ 月

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ

年末調整計算シート （ Excel）
は、 従業員の方の給与の総額や
控除対象扶養親族の人数などの
必要な項目を入力することで、
その従業員の方の税額を自動で
計算することができ、 効率的に
年末調整を行うことができます。
なお、 控除対象扶養親族の人
数などの入力は、 従業員の方か
ら提出を受けた「 給与所得者の
扶養控除等申告書」 などの申告
書を基に行いますが、 年末調整
計算シート には、 それらの入力
のしかたや、 専門用語の意味を
説明するシート を設けています。

年調年税額の計算などの年末調整
手続の詳細については、 こちらをご
覧く ださい。
給与所得控除後の給与等の金額を
求めるために必要な「 年末調整等の
ための給与所得控除後の給与等の金
額の表」 などはこちらに掲載してい
ます。
なお、 こちらのページには以下の
情報についても掲載しています。

◎年末調整のスケジュール

年末調整は、おおむね次のようなスケジュールで行います。

10月 11月 12月

○扶養控除等（ 異動） 申告書

○基礎控除申告書兼配偶者控除
等申告書兼年末調整に係る定
額減税のための申告書兼所得
金額調整控除申告書

○保険料控除申告書

○住宅借入金等特別控除申告書

令和７年分の扶養控除等（ 異動）
申告書の配付・ 受理を併せて行
うと効率的です。

《 申告書の受理と内容の確認》

①各種申告書の配付・ 受理
（ 各種控除額の確認）

⑴給与と
徴収税額
の集計

⑶所得控除額
の合計額の
計算

⑵給与所得控除
後の給与等の
金額の計算

⑹過不足額の
計算と精算

従業員ごとに
⑴～⑹の流れで
実施します。

⑷定額減税額
（ 年調減税額）
の計算

⑸年間の給与
等に係る
税額の計算

年末調整をした月分の
所得税徴収高計算書
（ 納付書） に税額等を記載
した上で、徴収税額を納付

記
載
例
は
最
終
ペ
ー
ジ

に
掲
載
し
て
い
ま
す

④源泉徴収票等の作成・ 　
提出

源
泉
徴
収
票
等
の
作
成

従業員へ交付
○源泉徴収票

徴収義務者の所轄税務署へ提出

○源泉徴収票
○法定調書合計表

従業員の住所地の市区町村へ提出

○給与支払報告書
○給与支払報告書（ 総括表）

⑷～⑹については、
次のページをご覧
く ださい。

③過納額の還付、
不足額の徴収・ 納付

②年調年税額の計算・
過不足額の計算と精算

◎年末調整手続における参考情報

Ⓑ【 令和６年分年末調整のしかた】

次の様式等は
こちらに掲載
しています。

Ⓐ【 年末調整計算シート 】

こちらの年末調整計算シート の

②⑴～⑹は、 上記「 ②年調年税

額の計算・ 過不足額の計算と精

算」 の番号を示しています。 　 　

年末調整手続を
電子化することで
手続が簡便化されます

地方税ポータルシステム（ eL
TAX）を使う と 、「 給与所得の
源泉徴収票」（ 税務署提出用）
と「 給与支払報告書」（ 市区町
村提出用） を一括で作成・ 提
出できます！

②⑴

②⑶

②⑷

②⑹

②⑵

②⑸

納期限： 令和７年１月10日（ 金）

※納期の特例の承認を受けている場合は

令和７年１ 月20日（ 月） です。

年末調整計算シート（ 令和６年用）は
定額減税額の計算に対応しています

　「 令和６年分年末調整チェック表」 や
「 令和６年分 年末調整Q&A」など、源
泉徴収義務者の方が年末調整を行う上
で役立つ情報を掲載しています。

　「 年末調整を受ける際の注意事項」 や
「 各種申告書の記載例」 などを掲載して
いますので、年末調整について、従業員
の方へ説明する際にご活用く ださい。

源泉徴収義務者の方用情報…Ⓒ

給与所得者（ 従業員）の方用情報…Ⓓ

上記の交付及び提出期限は令和７
年１ 月31日（ 金） です。

詳しく は、 eLTAXホームページをご覧く ださい。



◎年末調整における定額減税額の精算

本年の年末調整では、定額減税額（ 年調減税額）の控除を行うために年調減税事務を行う必要が
あります。年調減税事務の手順は次のとおりです。
※　定額減税の概要については、国税庁ホームページの「 定額減税特設サイト 」 をご覧く ださい。

年調減税額の
控除対象者の
確認

申告書の受理
及び年調減税
額の計算

年調減税額の
控除

源泉徴収票へ
の表示

1

2

3

4

（ 定額減税特設サイト ：

年調所得税額から年調減税額を控除し、毎月の給与等から控除した定額減税額
の精算を行う対象者は、原則として「 年末調整の対象者」 です。

従業員の方から受理した扶養控除等申告書、配偶者控除等申告書兼年末調整に
係る定額減税のための申告書等に記載された、年末調整を行う時の現況におけ
る同一生計配偶者及び扶養親族の人数（ いずれも居住者に限ります。 ） を確認
し、年調減税額を次のとおり計算します。

対象者ごとの年末調整における年調減税額の控除は、住宅借入金等特別控除後
の所得税額（ 年調所得税額） から、その住宅借入金等特別控除後の所得税額を
限度に行います。

源泉徴収票を作成する際は、その「 (摘要)」 欄に次の例のとおり記載します。

「 源泉徴収時所得税減税控除済額80,000円、控除外額10,000円」

年調減税額＝本人分30,000円＋同一生計配偶者と扶養親族１人につき30,000円

※　 年調所得税額から年調減税額を控除するイメージは下段にある「 年間の給与等に係る
税額の計算等」 をご覧く ださい。

※　基礎控除申告書等により把握した給与所得以外の所得を含めた合計所得金額が1,805万
円を超えると見込まれる方は、年調減税額の控除対象者ではありません。

年調減税事務の詳細については「 令和６ 年分年末調整のしかた」
をご覧く ださい。

給与等の総額

給与所得控除後の給与等の金額

給与所得控除額

所得控除額等

差引課税給与所得金額

算出所得税額所得税率を
乗じる

給与所得控除額を差し引く

税額控除額を差し引く

年調所得税額

年調減税額

（
所
得
金
額
の
計
算
）

（
税
額
の
計
算
等
）

102.1％　 を乗じる
年調年税額

年調減税額控除後
の年調所得税額

還付
税額

源泉徴収票等
の作成・ 提出

毎月の源泉徴収税額の合計額

所得控除額等（ 扶養控除等）
を差し引く

※年調年税額は、 所得税額と復興特別所得税額の合計額です

住宅借入金等特別控除後の
年調所得税額から、

を控除

住宅借入金等特別控除額

令和６年６月１日以後に支給された給与等に対する源泉徴収税額は
定額減税額を控除した後の実際に源泉徴収した税額を集計します

年調減税額

税額控除額

※今回のケースは還付となりますが、年調年税額より毎月の源泉徴収税額の合計額の方
が少ない場合はその差額を従業員の方から徴収します

◎年間の給与等に係る税額の計算等

（ 例） 年調減税額が90,000円、実際に控除した年調減税額が80,000円、控除しきれなかった
金額が10,000円の場合

※　合計所得金額が1,000万円超である従業員の同一生計配偶者分を加算の対象に含めた場合
は、上記に加えて「 非控除対象配偶者減税有」 と記載します。
また、 控除しきれなかった金額がない場合は、 「 控除外額０ 円」 と記載します。

https: //www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/index.htm）



Ⓐ Ⓑ

◎所得税徴収高計算書（ 納付書） の記載例と税額の納付

◎令和７年１月からの源泉徴収事務について

○　令和６年分の所得税について、 定額による所得税額の特別控除（ 定額減税） が実施されています。

○　令和６年10月１日以後に提出する「 給与所得者の保険料控除申告書」 について、記載すべきとさ
れる保険金の受取人等に係る情報のうち、 申告者との続柄の記載を要しないこととされました。

○　本年最後に支払う給与（ 賞与） について税額計算
を省略した場合の記載例

納付する税額がない場合でも、所得税徴収高計

算書は、所轄税務署にe-Taxにより送信・ 郵便

又は信書便により送付・ 提出してく ださい。

改正事項の詳細については
「 源泉所得税の改正のあらまし」
をご覧く ださい。

◎法定調書に関するお知らせ

次のことを掲載
しているページ
はこちらです。

12月に還付しきれなかった37,892円

（ 172,174円ー134,282円)は、 翌年１

月に繰り越して精算します。

○　過納額（ 172,174円） が12月中の源泉徴収税額
　 （ 134,282円） を超えるため、納付する税額がなく
なった場合の記載例

◎令和６年分の年末調整における主な改正事項

源泉徴収票を含めた６種類の法定調書の作成や提出方法についてまとめた手引を掲載しています。

Ⓐ【 令和６年分 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引】

Ⓑ【 令和７年中に法定調書を30枚以上提出した場合の留意事項】

令和７年中に提出する法定調書の提出枚数が30枚以上（ ※）となった方は、令和９年に提出する法定調書
を、 ｅ -Tax、 クラウド等又は光ディ スク等により提出する必要があります。該当する調書は、書面では提
出できませんので、 ｅ -Tax等による提出のご準備をお願いします。
※　 30枚以上の判断は、調書の種類ごとに行います。

○　 令和７ 年１ 月１ 日以後に支払を受けるべき給与等について提出する「 給与所得者の扶養控除等申
告書」 及び「 従たる給与についての扶養控除等申告書」 は、 その申告書に記載すべき事項がその年の
前年の申告内容から異動がない場合には、 その記載すべき事項の記載に代えて、 その異動がない旨
の記載によることができることとされました（ 詳細については、 こちらのFAQをご覧く ださい。 )。

○　令和７ 年分の「 源泉徴収税額表」 の税額については、 令和６ 年分から変更はありません。

国税庁 法人番号 7000012050002

※このリーフレット は、 令和６年７月１日現在の法令に基づいて作成しています。

《 キャッシュレス納付について》

源泉所得税の納付手続には、 税務署や金融
機関の窓口での納付手続のほか、 非対面で便
利なキャッシュレス納付による納付手続があ
ります。
キャッシュレス納付を利用することで、 税
務署や金融機関へ出向く ことなく 、 お手持ち
のスマート フォンやタブレッ ト 端末などから
e-Taxを利用して納付することができます。
なお、 源泉所得税についてキャッ
シュレス納付を利用するためには、
事前にe-Taxで徴収高計算書データ
を作成・ 送信する必要があります。

《 税額の納付について》

年末調整の計算が終わり 、 過納額や不足額
の精算をした場合には、 年末調整をした月分
の所得税徴収高計算書（ 納付書） にその内容
を記載した上で、徴収税額を納付します。


